
（財）財務会計基準機構会員

平成19年３月期       個別中間財務諸表の概要
福井コンピュータ株式会社 上場取引所 東証第二部

９７９０ 本社所在都道府県 福井県
（ URL　http://www.fukuicompu.co.jp/ ）

役職名 氏名

役職名 氏名 ＴＥＬ　(0776)-53-9200 (代)

平成18年11月10日 配当支払開始日 平成18年12月18日
単元株制度採用の有無 有（１単元 100株）　　

1. 18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭

（ )
（ )

(注) 1.期中平均株式数

 　  2.会計処理の方法の変更

 　  3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 財政状態 （百万円未満切捨て）

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注) 1.期末発行済株式数

     2.期末自己株式数

2. 19年３月期の業績予想（平成18年４月 1日～平成19年３月31日）

百万円 百万円 百万円

(参考)  １株当たり予想当期純利益（通期） 円 銭

3. 配当状況

・現金配当

※　業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報及び仮定を前提としております。実際の業績は、
　  今後、様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料５ページの「通期の見通し」をご参照ください。
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 売    上    高
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445
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1922

自己資本比率

11.5
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代表取締役社長 小林  　眞
執行役員経理部長 林    治克

－ 22 －

U00711
新規スタンプ



６．個別中間財務諸表

(1) 中間貸借対照表

（百万円未満切捨て）

〈資産の部〉 (％) (％) (％)

Ⅰ　流　動　資　産

1. 1,844 1,796 2,072

2. 237 212 211

3. 859 859 990

4. 108 132 91

5. 42 50 103

6. 84 79 63

△ 8 △ 6 △ 10

3,167 36.5 3,124 35.0 3,522 37.9

Ⅱ　固　定　資　産

1. ※１

(1)建    物 2,256 2,145 2,205

(2)土    地 993 993 993

(3)そ の 他 217 190 200

3,467 3,329 3,399

2. 119 151 159

3.

(1)投資有価証券 1,310 1,366 1,521

(2)差入保証金 332 350 353

(3)保険積立金 121 85 84

(4)そ の 他 164 514 258

△ 11 △ 2 △ 13

1,916 2,313 2,204

5,503 63.5 5,794 65.0 5,763 62.1

8,671 100.0 8,919 100.0 9,285 100.0

受 取 手 形

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

有形固定資産合計

(平成18年９月30日)

構成比

流 動 資 産 合 計

注記
番号

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

　　　　　　　　期別

　科目
金額

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

売 掛 金

た な 卸 資 産

前事業年度の要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

当中間会計期間末

構成比金額 金額構成比
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（百万円未満切捨て）

〈負債の部〉 (％) (％) (％)

Ⅰ　流　動　負　債

1. 8 3 1

2. 30 38 48

3. 817 603 650

4. 208 213 296

5. 211 220 335

6. 788 884 823

7. 163 170 193

8. － 22 －

8. 243 304 335

2,472 28.5 2,462 27.6 2,686 28.9

Ⅱ　固　定　負　債

1. 20 － －

2. 239 62 250

3. 145 145 145

405 4.7 207 2.3 395 4.3

2,877 33.2 2,670 29.9 3,082 33.2

〈資本の部〉

Ⅰ　資　　本　　金 1,631 18.8 － － 1,631 17.6

Ⅱ　資 本 剰 余 金

1. 2,861 － 2,861

2,861 33.0 － － 2,861 30.8

Ⅲ　利 益 剰 余 金

1. 61 － 61

2. 1,134 － 1,134

3.
354 － 716

1,550 17.9 － － 1,913 20.6

113 1.3 － － 162 1.7

Ⅴ　自　己　株　式 △ 364 △ 4.2 － － △ 365 △ 3.9

5,794 66.8 － － 6,203 66.8

8,671 100.0 － － 9,285 100.0

資 本 合 計

任 意 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

中間(当期)未処分
利益

Ⅳ　その他有価証券
 　 評価差額金

前事業年度の要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

負 債 ・ 資 本 合 計

前 受 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

長 期 借 入 金

未払役員退職慰労金

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

構成比

　　　　　　　　期別

　科目

支 払 手 形

買 掛 金

金額 金額構成比 構成比

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

固 定 負 債 合 計

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

金額

注記
番号

繰 延 税 金 負 債

流 動 負 債 合 計

役 員 賞 与 引 当 金

－ 24 －



（百万円未満切捨て）

〈純資産の部〉

Ⅰ　株  主  資  本

1. － － 1,631 18.3 － －

2.

－ 2,861 －

－ － 2,861 32.1 － －

3.

－ 61 －

 別途積立金 － 1,050 －

－ 360 －

 繰越利益剰余金 － 513 －

－ － 1,986 22.3 － －

4. － － △ 365 △ 4.1 － －

－ － 6,114 68.6 － －

Ⅱ　評価・換算差額等

1.
－ － 134 1.5 － －

－ － 134 1.5 － －

－ － 6,249 70.1 － －

－ － 8,919 100.0 － －負債・純資産合計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

(1)利益準備金

 プログラム準備金

利 益 剰 余 金 合 計

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

純 資 産 合 計

(1)資本準備金

資 本 剰 余 金 合 計

その他有価証券
評価差額金

(2)その他利益剰余
   金

評価・換算差額等合計

構成比

　　　　　　　　期別

　科目
金額 金額構成比 構成比

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

金額

注記
番号

前事業年度の要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)
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(2) 中間損益計算書

（百万円未満切捨て）

(％) (％) (％)

Ⅰ　売　　上　　高 3,264 100.0 3,564 100.0 6,975 100.0

Ⅱ　売  上  原  価 669 20.5 606 17.0 1,425 20.4

2,594 79.5 2,957 83.0 5,550 79.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 2,149 65.9 2,445 68.6 4,516 64.8

445 13.6 512 14.4 1,033 14.8

Ⅳ　営 業 外 収 益 ※１ 23 0.7 19 0.5 79 1.1

Ⅴ　営 業 外 費 用 ※２ 13 0.4 45 1.3 37 0.5

454 13.9 486 13.6 1,075 15.4

Ⅵ　特　別　損　失 1 0.0 8 0.2 13 0.2

453 13.9 477 13.4 1,061 15.2

201 206 531

△ 28 172 5.3 △ 116 89 2.5 △ 112 419 6.0

280 8.6 388 10.9 642 9.2

74 － 74

354 － 716

売 上 総 利 益

中間(当期 )未処分利益

営 業 利 益

経 常 利 益

税引前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

　　　　　　　　　　期別

　科目

(自 平成17年４月１日 

金額

前事業年度の要約損益計算書

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 注記
番号  至 平成18年３月31日)

前中間会計期間

百分比百分比百分比

 至 平成17年９月30日)

金額 金額

－ 26 －



(3) 中間株主資本等変動計算書

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

別途
積立金

プログラム
準備金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日 残高
               （百万円）

1,631 2,861 2,861 61 650 484 716 1,913 △ 365 6,041 

中間会計期間中の変動額

  別途積立金の積立 （注） 400 △ 400 － － 

  プログラム準備金
  の取崩 （注）

△ 123 123 － － 

  剰余金の配当 （注） △ 265 △ 265 △ 265 

  役員賞与 （注） △ 50 △ 50 △ 50 

  中間純利益 388 388 388 

  自己株式の取得 △ 0 △ 0 

  株主資本以外の項目の
  中間会計期間中の変動
  額（純額）

中間会計期間中の変動額
合計           （百万円）

－ － － － 400 △ 123 △ 202 73 △ 0 72 

平成18年９月30日 残高
               （百万円）

1,631 2,861 2,861 61 1,050 360 513 1,986 △ 365 6,114 

平成18年３月31日 残高
               （百万円）

中間会計期間中の変動額

  別途積立金の積立 （注）

  プログラム準備金
  の取崩 （注）

  剰余金の配当 （注）

  役員賞与 （注）

  中間純利益

  自己株式の取得

  株主資本以外の項目の
  中間会計期間中の変動
  額（純額）

中間会計期間中の変動額
合計           （百万円）

平成18年９月30日 残高
               （百万円）

（注）平成18年６月24日の定時株主総会における利益処分項目であります。

自己
株式

資本金

資本剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

利益剰余金

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

株主資本

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

その他利益剰余金

162 

△ 27 

△ 27 

134 134 

△ 27 

△ 27 

162 6,203 

－ 

－ 

△ 27 

45 

6,249 

△ 265 

△ 50 

388 

△ 0 

－ 27 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(１) 有価証券 (１) 有価証券 (１) 有価証券

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額は全
部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により
算定）

　中間決算日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定）

　期末日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

　移動平均法による原価法
  なお、投資事業有限責任組
合及びこれに類する組合への
出資（証券取引法第２条第２
項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契
約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法によって
おります。

同左 同左

(２) デリバティブ (２) デリバティブ (２) デリバティブ

時価法 同左 同左

(３) たな卸資産 (３) たな卸資産 (３) たな卸資産

商  品：総平均法による原価法 同左 同左

製  品：総平均法による原価法

仕掛品：個別法による原価法

貯蔵品：総平均法による原価法

(１) 有形固定資産 (１) 有形固定資産 (１) 有形固定資産

定率法 同左 同左

建物 　　　　　　　8年～50年

構築物　　　　　  10年～30年

工具器具及び備品　 3年～10年

(２) 無形固定資産 (２) 無形固定資産 (２) 無形固定資産

①市場販売目的のソフトウェア ①市場販売目的のソフトウェア ①市場販売目的のソフトウェア

販売見込み本数に基づく減価
償却（見込有効年数最長 3
年）

同左 同左

②自社利用のソフトウェア ②自社利用のソフトウェア ②自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間
（ 5年）に基づく定額法

同左 同左

③その他の無形固定資産 ③その他の無形固定資産 ③その他の無形固定資産

定額法（主な耐用年数15年） 同左 同左

(１) 貸倒引当金 (１) 貸倒引当金 (１) 貸倒引当金

同左 同左

(２) 賞与引当金 (２) 賞与引当金 (２) 賞与引当金

同左 同左

１．資産の評価基準
　及び評価方法

２．固定資産の減価
　償却の方法

　なお、主な耐用年数は、以下
のとおりであります。

項目 (自 平成17年４月１日 

前中間会計期間

３．引当金の計上基
 準 　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

　従業員の賞与の支給に備える
ため、将来の支給見込額を計上
しております。

前事業年度

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 至 平成17年９月30日)

－ 28 －



(３) 役員賞与引当金

（会計方針の変更）

４．リース取引の処
　理方法

(１) ヘッジ会計の方法 (１) ヘッジ会計の方法 (１) ヘッジ会計の方法

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象 (２) ヘッジ手段とヘッジ対象 (２) ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段 ①ヘッジ手段 ①ヘッジ手段

　金利スワップ 同左 同左

②ヘッジ対象 ②ヘッジ対象 ②ヘッジ対象

　借入金利息 同左 同左

(３) ヘッジ方針 (３) ヘッジ方針 (３) ヘッジ方針

(４) ヘッジ有効性評価の方法 (４) ヘッジ有効性評価の方法 (４) ヘッジ有効性評価の方法

(１) 消費税等の会計処理 (１) 消費税等の会計処理 (１) 消費税等の会計処理

同左

　役員賞与の支出に備えて、当
事業年度における支給見込額の
当中間会計期間負担額を計上し
ております。

  当中間会計期間より、「役員
賞与に関する会計基準」（企業
会計基準第４号  平成17年11月
29日）を適用しております。
  これにより営業利益、経常利
益及び税引前中間純利益は、そ
れぞれ22百万円減少しておりま
す。

６．その他中間財務
　諸表（財務諸表）
　作成のための基本
　となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税抜
方式によっております。
　なお、仮払消費税等及び仮受
消費税等は相殺の上、流動負債
の「未払金」に含めて表示して
おります。

 消費税等の会計処理は、税抜
方式を採用しております。

同左 同左

同左

同左

　中間会計期間に係る納付税額
及び法人税等調整額は、当期に
おいて予定している利益処分に
よるプログラム準備金の取崩し
を前提として、当中間会計期間
に係る金額を計算しておりま
す。

同左

(２) 法人税、住民税及び事業税
   並びに法人税等調整額の会計
   処理

(２) 法人税、住民税及び事業税
   並びに法人税等調整額の会計
   処理

前事業年度

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

項目 (自 平成17年４月１日 

前中間会計期間

　リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。

 至 平成17年９月30日)

同左

同左

５．ヘッジ会計の方
　法 同左　金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合に
は特例処理を採用しておりま
す。

　当社は、借入金の金利変動リ
スクを回避する目的で金利ス
ワップを行っております。

同左　金利スワップの特例処理の要
件を満たしており、有効性の評
価は省略しております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

表示方法の変更

（中間貸借対照表）

  当中間会計期間より、「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号  平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準適用指針第８号  平成17年12
月９日）を適用しております。
  これまでの資本の部の合計に相当する
金額は6,249百万円であります。
  なお、当中間会計期間における中間貸
借対照表の純資産の部については、中間
財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の
中間財務諸表等規則により作成しており
ます。

当中間会計期間

 至 平成17年９月30日)  至 平成18年９月30日)  至 平成18年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日 (自 平成17年４月１日 

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

  投資その他の資産の「出資金」は、当中間会計期間におい
て金額的重要性が乏しくなったため、「その他」に含めてお
ります。
  なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている「出資
金」は、0百万円であります。

  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第
97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日よ
り適用となること及び「金融商品会計に関する実務指針」
（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付で改正
されたことに伴い、当中間会計期間から投資事業有限責任組
合及びこれに類する組合への出資（証券取引法第２条第２項
により有価証券とみなされるもの）を投資有価証券として表
示する方法に変更しました。

  なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる当該
出資の額は395百万円であり、前中間会計期間における投資そ
の他の資産の「出資金」に含まれている当該出資の額は512百
万円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

2,461 百万円 2,506 百万円 2,468 百万円

（中間損益計算書関係）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 0 百万円 受取利息 1 百万円 受取利息 0 百万円

保険金収入 4 保険金収入 4 保険金収入 9

投資事業組合収益 4 受取配当金 6 投資事業組合収益 9

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 5 百万円 支払利息 3 百万円 支払利息 9 百万円

投資事業組合損失 22

投資有価証券売却
損

14

　３．減価償却実施額 　３．減価償却実施額 　３．減価償却実施額

有形固定資産 91 百万円 有形固定資産 83 百万円 有形固定資産 181 百万円

無形固定資産 69 無形固定資産 39 無形固定資産 130

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加150株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

当中間会計期間

(平成17年９月30日)
前中間会計期間末 当中間会計期間末

(平成18年９月30日)
前事業年度末

(平成18年３月31日)

 至 平成17年９月30日)  至 平成18年９月30日)  至 平成18年３月31日)

前事業年度

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日 (自 平成17年４月１日 

前中間会計期間

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数  （株）

当中間会計期間減少
株式数  （株）

当中間会計期間末株
式数  （株）

普通株式 （注） 663,750 150 － 663,900 

合計 663,750 150 － 663,900 
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① リース取引

 記載すべき事項はありません。  記載すべき事項はありません。  記載すべき事項はありません。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

　１年内 4 百万円 　１年内 5 百万円 　１年内 5 百万円

　１年超 8       　１年超 6       　１年超 9       

    計 　 13          計 12        計 14       

② 有価証券

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

458.67 円 494.74 円 円

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額

22.19 円 30.74 円 円

（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

百万円）

百万円 百万円 百万円

千株 千株 千株

 至 平成18年３月31日)

(自 平成17年４月１日 

  前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはあ
りません。

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成17年４月１日 (自 平成18年４月１日 (自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)  至 平成18年９月30日)

１．リース物件の所有権が借主に移転
  すると認められるもの以外のファイ
  ナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転
  すると認められるもの以外のファイ
  ナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転
  すると認められるもの以外のファイ
  ナンス・リース取引

百万円） 百万円）

50

280

－

前事業年度

(  －

普通株式に係る中間
（当期）純利益

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後
１株当たり中間（当
期）純利益の算定に含
めなかった潜在株式の
概要

592

12,632

（  50

期中平均株式数

280

12,632

（うち利益処分による
役員賞与金）

(  －

388

12,631

 至 平成18年３月31日)

普通株主に帰属しない
金額

－

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、希薄化効果
を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、希薄化効果
を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

487.18

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

46.91

前事業年度

(自 平成17年４月１日 

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日 

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)  至 平成18年９月30日)  至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益金
額

388 642
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